
重点医師偏在対策支援区域における診療所の承継・開業支援事業 

活用意向調査要領（令和８年度） 

 

１ 目的 

今後も一定の定住人口が見込まれるものの、必要な医師を確保できず、人口減少よりも医療機関の減

少のスピードの方が早い地域などを重点医師偏在対策支援区域（以下、「支援区域」という。）と設定し

た上で、支援区域において診療所を承継又は開業する場合に、当該診療所に対して、施設整備、設備整

備、一定期間の地域への定着支援を行うことにより、地域の医療提供体制を確保すること。 

 

２ 重点医師偏在対策支援区域  

  医師多数区域（盛岡医療圏※）を除く岩手県内全域 

  ※ 医師少数スポット（葛巻町、八幡平市安代、岩手町川口）は対象 

 

３ 補助対象者 

支援区域において、令和８年度内に診療所（保険診療を主とする医科）を承継又は開業を予定する者 

 

４ 採択基準 

岩手県地域医療対策協議会及び保険者協議会で支援対象として合意を得た診療所の開設者  

    採択にあたっては、次の①～③を考慮したうえで、地域医療対策協議会及び保険者協議会での

協議を踏まえ支援対象医療機関を決定します。 

 ① 承継・開業予定の２次医療圏内に分娩取扱施設が無い場合は産科を優先 

   ② 10 万人対医療施設従事医師数（150 床以上の病院を除く）の少ない市町村順 

   ③ 承継・開業予定地を所管する郡市医師会の意見 

 

５ 補助対象経費及び補助率（申請は⑴～⑶いずれかでも可） 

 ⑴ 施設整備事業 

補助対象 １㎡当たり単価 補助率 

○診療部門の整備費（上限面積） 

・無床診療所の場合 ：160㎡  

・有床診療所の場合（５床以下）：240㎡ 

・有床診療所の場合（６床以上）：760㎡ 

○診療部門と一体となった医師・看護師住

宅の整備費（上限面積） 

・医師住宅 ： 80㎡  

・看護師住宅 ： 80㎡  

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ：484,000円  

ブロック ：214,000円  

木造 ：355,000 円  
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⑵ 設備整備事業 

補助対象 １か所当たり基準額（上限） 補助率 

○診療所として必要な医療機器購入費   16,500,000 円 1/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ⑶ 地域への定着支援事業 

補助対象 基準額（上限） 補助率 

○診療所の運営に必要な次に掲げる経費 

・ 職員基本給 

・ 職員諸手当 

・ 非常勤職員手当 

・ 報償費 

・ 旅費 

・ 備品費（単価50万円未満に限る。） 

・ 消耗品費 

・ 材料費 

・ 印刷製本費 

・ 通信運搬費 

・ 光熱水料 

・ 借料及び損料 

・ 社会保険料 

・ 雑役務費 

・ 委託費 

（１） 

①診療日数《１日～129日》 

6,200,000円＋（71,000円×実診療日

数） 

②診療日数《130日～259日》 

6,200,000円＋（77,000円×実診療日

数） 

③診療日数《260日以上》 

6,200,000円＋（87,000円×実診療日

数） 

 

（２）訪問看護による加算額 

25,000円×訪問看護日数 
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６ 回答方法 

  令和８年度中に本事業の活用を希望する場合は次のとおり計画書を提出してください。 

 

 ⑴ 提出書類 

   重点医師偏在対策支援区域における診療所の承継・開業支援事業計画書（令和８年度）（様式１） 

 

⑵ 提出期限 

   令和７年 10月６日（月） 

    

⑶ 問い合わせ・書類提出先（メール提出） 

   岩手県保健福祉部医療政策室 医務担当 

AD0002@pref.iwate.jp 

 

 ７ 留意事項 

・ 本調査は、令和８年度の事業実施に向けた活用意向調査であり、本調査への回答をもって補助事業

の採択が確約されるものではありません。 

・ 「補助対象経費・基準額等」は、現時点で国から提示されている案であり、今後、基準額等の変更

や要件の追加が生じる可能性があります。 

・ 本事業は岩手県地域医療対策協議会及び保険者協議会で支援対象として合意を得た診療所が対象

となります。補助事業の活用希望のあった事業所及び事業内容等については、両協議会において事業

計画等が公開されますので、御同意いただいた上で必要書類等を提出してください。 

・ 「施設整備事業」「設備整備事業」は、県からの内示前に工事等の契約を締結すると補助の対象外

となります（国の事務の進捗に合わせて整備を行っていただくことになりますので御承知おきくだ

さい）。 

・ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産は、法令等により処分の制限を受けることとなり

ますので、短期間で財産処分とならないよう、長期的な計画に基づいた整備としてください。なお、

補助目的に反して処分することとなった場合は、原則として補助金を返還していただくこととなり

ます。  


